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続「3年後の見直し」報告書について～社保審障害者部会

前号(６10号)にて報告した社会保障審議会障害者部会「障害者総合支援法施行後３年の

見直し検討について」、今号では、5.障害者の意思決定支援・成年後見制度の利用促進の在

り方について、6.手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の

障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方について、7.

精神障害者に対する支援について、8.高齢の障害者に対する支援の在り方について、9.障

害児支援について、10.その他の障害福祉サービスの在り方について報告する。

Ⅲ 各 論 点 に つ い て

5．障害者の意思決定支援・成年後見制度の利用促進の在り方について

(1) 現状・課題

（意思決定支援の現状と課題）

○障害者総合支援法においては、

・障害者が「どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保」される旨を規定

（第１条の２ 基本理念）

・指定事業者や指定相談支援事業者に対し、障害者等の意思決定の支援に配慮するよう

努める旨を規定（第42 条、第51 条の22）するなど、「意思決定支援」を重要な取

組として位置付けている。

○現在、意思決定支援の定義・意義・仕組み等を明確化するためのガイドラインの策定に

向けた調査研究が進められているが、今後、当該ガイドラインを関係者の間で共有し、

その普及や質の向上に向けた取組を進めていく必要がある。

その際、意思決定支援は、相談支援をはじめとした障害福祉サービスの提供において当

然に考慮されるべきものであり、特別なサービス等として位置付けるような性質のもの

ではないことに留意が必要である。

○精神障害者については、障害者総合支援法における意思決定支援のほか、精神健福祉法

改正（平成25 年）の附則に、入院中の処遇や退院等に関する意思決定意思表明の支援

の在り方に関する検討規定が置かれており、また、平成24 年度から継続的に「精神障

害者の意思決定支援に関する調査研究」が実施されている。
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（成年後見制度）

○成年後見制度の利用促進に向け、障害者総合支援法に基づき、市町村において地域生活

支援事業（必須事業）が実施されている。

・成年後見制度利用支援事業（申立て経費、後見人等の報酬等の補助）【1,360 市町村

で実施】

・成年後見制度法人後見支援事業（法人後見の実施に向けた研修、組織体制の構築支援

等）【207 市町村で実施】

○一方で、現行の成年後見制度については、

・成年後見制度の利用形態に偏りがあり、「後見」の利用者が「保佐」や「補助」の利

用者に比べて非常に多く、適切な後見類型が選択されていないのではないか

・担い手の確保や支援の質の向上（本人の意思の尊重や身上の配慮等）が必要なのでは

ないか

・医療同意の在り方等の課題についての検討が必要なのではないか

・障害者権利条約第12 条との関係を整理する必要があるのではないかなどの指摘がな

されている。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○日常生活や社会生活等において障害者の意思が適切に反映された生活が送れるよう、障

害福祉サービスの提供に関わる主体等が、障害者の意思決定の重要性を認識した上で、

必要な対応を実施できるようにするとともに、成年後見制度の適切な利用を促進するた

め、以下のような取組を進めるべきである。

（意思決定支援ガイドライン）

○意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセス（サービス等利用計画や個別支援計画の

作成と一体的に実施等）、留意点（意思決定の前提となる情報等の伝達等）等を取りま

とめた「意思決定支援ガイドライン（仮称）」を作成し、事業者や成年後見の担い手を

含めた関係者間で共有し、普及を図るべきである。あわせて、意思決定支援の質の向上

を図るため、このようなガイドラインを活用した研修を実施するとともに、相談支援専

門員やサービス管理責任者等の研修のカリキュラムの中にも位置付けるべきである。

なお、ガイドラインの普及に当たっては、その形式的な適用にとらわれるあまり、実質

的な自己決定権が阻害されることのないよう留意する必要がある。

（障害福祉サービスにおける意思決定支援）

○障害福祉サービスの具体的なサービス内容の要素として「意思決定支援」が含まれる旨

を明確化すべきである。

（入院中の精神障害者の意思決定支援）

○入院中の精神障害者の意思決定支援については、計画相談支援や地域移行支援といった

障害福祉サービスの利用に関して、上記のような対応を検討するとともに、精神保健福

祉法改正(平成25年)に係る検討規定に基づく見直しの中でもさらに検討すべきである。

（成年後見制度の利用支援等）

○「親亡き後」への備えも含め、障害者の親族等を対象とし、成年後見制度利用の理解促

進（例えば、支援者に伝達するために作成する本人の成長・生活に関わる情報等の記録

の活用）や、個々の必要性に応じた適切な後見類型の選択につなげることを目的とした

研修を実施すべきである。

○成年後見制度そのものの課題については、当部会の調査審議事項を超えるものであるが、
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当部会における議論の内容については、内閣府に設置されている障害者政策委員会や法

務省に伝え、今後の議論に活かされるようにしていくべきである。

６．手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害の

ため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方について

(1) 現状・課題

（意思疎通支援の現状と課題）

○障害者等の「どこで誰と生活するかについての選択の機会」を確保するためには、選択

に必要な情報へのアクセスと選択内容の伝達に向けた意思疎通支援が重要である。障害

者総合支援法においては、居宅介護、同行援護、生活介護、自立訓練等の個別給付と、

人材の養成・派遣、日常生活用具の給付等を実施する地域生活支援事業により支援が行

われており、手話通訳者の養成・設置・派遣、要約筆記者の養成・派遣、盲ろう者向け

通訳・介助員の養成・派遣は地域生活支援事業の必須事業として位置付けられている。

○平成28年度に障害者差別解消法が施行されることから、教育、労働等の他施策との連携

など、各分野における「合理的配慮」との関係に留意する必要がある。なお、その際に

は、制度の縦割りによる谷間を作らないように留意することが重要である。

（意思疎通支援者の人材養成）

○地域生活支援事業の各メニューに関する利用状況やニーズを把握するとともに、意思疎

通支援者の指導者養成や、司法・医療等の専門性を有する意思疎通支援者の養成など、

人材養成の体制を整備していく必要がある。その際、研修の内容については、実践的な

面を重視すべきである。

○今後の中長期的な人材確保に向けた検討に当たっては、点訳や音訳等は多くのボランテ

ィアの協力を得て実施されていることや、専門的な人材の処遇の在り方に留意する必要

があるとの指摘がある。

（地域生活支援事業等の活用）

○地域生活支援事業等における支援が主に視覚・聴覚・言語・音声機能障害の者を念頭に

置いたものとなっていること等のため、盲ろう、失語症、知的障害、発達障害、高次脳

機能障害、難病、重度の身体障害のある者などに向けた支援の充実が必要との指摘があ

る。また、小規模な自治体における事業の実施も確保していく必要がある。

○視覚障害者情報提供施設（点字図書館）は、全国に76施設あり、点字刊行物や視覚障害

者用の録音物の制作・貸出、情報機器の貸出、視覚障害者に関する相談事業等を実施し

ている。また、聴覚障害者情報提供施設は、全国に51施設あり、聴覚障害者が利用する

字幕（手話）入りの録画物の制作・貸出、手話通訳者・要約筆記者の派遣、情報機器の

貸出、聴覚障害者に関する相談事業等を実施している。

（支援機器の開発と活用）

○障害者自立支援機器等開発促進事業により、意思疎通支援に係る支援機器等の開発を進

めており、障害者やその家族・支援者による活用が進むような情報提供等が課題となっ

ている。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○意思疎通支援については、基本的に現行の支援の枠組みを継続しつつ、盲ろう、失語症

など障害種別ごとの特性やニーズに配慮したきめ細かな見直しを行うべきである。
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（計画的な人材養成とサービス提供等）

○地域のニーズに応じた人材養成や意思疎通支援のサービス提供に資するよう、各自治体

において意思疎通支援事業の現状（利用者数、利用回数・時間等）に関する調査を行い、

その結果を踏まえ、合理的配慮の進捗状況に留意しつつ、必要な意思疎通支援者を計画

的に養成するとともに、提供すべきサービス量の目標を設定すべきである。

○意思疎通支援について各障害種別の専門性を高めるとともに、司法、医療等の専門分野

への対応を図るため、手話通訳士・者、要約筆記者、点訳者、盲ろう者向け通訳・介助

員等の指導者養成を強化すべきである。その際、障害特性に応じて多様な意思疎通の手

法があることに留意する必要がある。

○小規模な市町村で事業実施が困難・不十分な場合に、都道府県や近隣市町村による事業

補完・代替実施の取組を進めるべきである。また、災害時に自治体が意思疎通支援を提

供する体制について、平時からの取組を強化すべきである。

（地域生活支援事業等の活用）

○地域生活支援事業等について、失語症、知的障害、発達障害、高次脳機能障害、難病、

重度の身体障害のある者が、意思疎通支援者の養成・派遣に関する事業の対象であるこ

とを明確化すべきである。また、情報通信技術の活用等を通じた効果的・効率的な支援

の提供を工夫すべきである。

（支援機器の活用促進等）

○意思疎通支援に係る支援機器について、障害特性に応じた支援が可能となるよう、引き

続き実用化に向けた開発支援を進めるべきである。また、支援機器の活用・利用支援や

意思疎通支援に関する相談・情報提供について、視覚障害者情報提供施設・聴覚障害者

情報提供施設等の活用により、地域における支援体制を整備すべきである。その際、一

般の図書館や学校図書館等との連携も視野に入れるべきである。

７．精神障害者に対する支援について

(1) 現状・課題

（精神障害者の地域移行・地域生活の支援）

○精神科病院では、新規入院者の87％が1年未満で退院する一方で、約20万人が１年

以上入院しており、毎年５万人の長期入院者が退院し、新たに５万人が長期入院者とな

っている状況である。精神障害者が長期入院に至る要因を分析して対応していくことが

必要である。

○これまで、精神保健福祉法改正（平成25年）や、「長期入院精神障害者の地域移行に向

けた具体的方策に係る検討会」における取りまとめを踏まえ、予算措置（平成26年度・

平成27年度）や障害福祉サービス等報酬改定（平成27年度）による対応、他制度との

連携強化等が実施されており、今後も、精神障害者のさらなる地域移行と地域生活の支

援を進めていく必要がある。

○精神障害者の地域移行や地域生活において有効とされるピアサポートについては、全国

レベルでの統一的な仕組みがなく、自治体ごとに取り組まれている状況である。

○精神障害者の地域移行・地域生活の支援を進めるためには、精神障害の特性が地域にお

いて正しく理解される必要がある。このため、住民と医療・保健・福祉の関係者が精神

障害者に対する理解を深めるとともに、支援に向けた連携体制を構築する必要がある。

あわせて、相談機能の強化や人材育成が重要である。

（精神障害者の特性に応じた対応等）
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○精神疾患の特性として、安定していた病状がわずかな環境の変化等により増悪すること

があり、これに対応した適切な医療の支援が必要であることから、医療と福祉が連携し、

病院への入院の他に、症状の急変時の受け皿を確保することが重要である。

○福祉事業所における精神障害者の受け入れ体制を整備するため、精神疾患の症状やそれ

に応じた支援方法等の特性について福祉事業所の理解を促進することが必要である。例

えば、高次脳機能障害のある者（児童を含む。）は医療機関や障害福祉サービス事業所

で受け止めきれていないとの指摘がある。

○精神障害者の地域生活支援を進めるためには、医療と福祉が緊密に連携しつつ、それぞ

れのサービスを確保していく必要がある。例えば、県レベルで定めている長期在院者数

の削減目標を、市町村の障害福祉計画における障害福祉サービスの見込量に適切に反映

することが重要である。その際、地域移行後に想定される精神障害者の居住地について

も留意することが望ましい。

○精神障害者の居住の場を確保するためには、安心居住政策研究会（国土交通省）にお

ける中間取りまとめ（平成27年４月17日公表）を踏まえつつ、障害者総合支援法に基

づく協議会と居住支援協議会が連携して対応することが重要である。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○医療・福祉や行政機関など精神障害者を取り巻く様々な関係者が、本人の意向を尊重し

精神障害の特性を十分に理解しつつ、連携・協働して精神障害者の地域移行・地域生活

の支援の取組を強化するため、以下のような取組を進めるべきである。

（ピアサポート）

○地域移行や地域生活の支援に有効なピアサポートについて、その質を確保するため、ピ

アサポートを担う人材を養成する研修を含め、必要な支援を行うべきである。

（医療と連携した短期入所）

○精神障害者の地域生活の支援と家族支援の観点から、短期入所について、医療との連携

を強化すべきである。

（地域生活を支援する拠点とサービス）

○精神障害者の地域移行や地域定着を支援するためにも、平成27年度に実施している地

域生活支援拠点に関するモデル事業の成果も踏まえつつ、地域で生活する障害者に対し、

地域生活を支援する拠点の整備を推進すべきである。その際、グループホームにおける

重度者への対応の強化、地域生活を支援する新たなサービスとの連携、医療との連携、

短期入所による緊急時対応等を総合的に進めることにより、グループホーム、障害者支

援施設、基幹相談支援センター等を中心とする拠点の機能の強化を図る必要がある。

○一人暮らしを希望する精神障害者の地域生活を支援し、ひいては精神障害者の居住の場

の確保につながるよう、障害者の日常生活を適切に支援できる者による定期的な巡回訪

問や随時の対応により、障害者の生活力等を補い、適時のタイミングで適切な支援を行

うサービスを新たに位置付けるべきである。なお、その際には、医療との連携や情報技

術の活用など、効果的・効率的な実施方法を検討する必要がある。

○精神科病院の入院者の退院意欲を喚起するため、医療と福祉の連携に向け、相談支援の

取組の充実や、意思決定支援の質の向上や普及に取り組むとともに、地域移行に向けた

サービスの体験利用の活用を推進すべきである。

（市町村等の役割）

○住民に最も身近な基礎的自治体である市町村が中心となり、当事者を含め、医療と福祉
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の双方を含む様々な関係者が情報共有や連携体制を構築する場として、市町村に精神障

害者の地域移行や地域定着を推進するための協議の場の設置を促進するとともに、都道

府県・保健所・市町村が適切かつ重層的な役割分担をしながら協働して取り組むための

体制を構築すべきである。その際、地域移行後に想定される精神障害者の居住地につい

ても留意することが望まれる。

○都道府県障害福祉計画に記載される精神障害者の長期在院者数の削減目標を、市町村障

害福祉計画に記載される障害福祉サービスのニーズの見込量に反映させる方法を提示す

べきである。

（人材の資質向上）

○精神障害者の特性とそれに応じた適切な対応方法について、研修の標準化や実地研修の

活用など、必要な知識・技術を持った福祉に携わる人材の育成を推進すべきである。

例えば、今なお障害福祉サービスで十分な対応ができていない高次脳機能障害のある者

（児童を含む。）について、支援拠点機関の実態や支援ニーズに関する調査、有効な支

援方法やそれを担う人材養成の研修の在り方についての研究を進める必要がある。

8．高齢の障害者に対する支援の在り方について

(1) 現状・課題

（障害福祉制度と介護保険制度）

○障害者総合支援法第７条に基づく介護保険優先原則については、公費負担の制度よりも

社会保険制度の給付を優先するという社会保障制度の原則に基づいている。この原則の

下では、サービス内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがない障害福祉

サービス固有のものと認められるサービスについては、障害者総合支援法に基づき給付

を受けることが可能となっている。

○一方、これまで障害福祉制度を利用してきた障害者が介護保険サービスを利用するに当

たって以下のような課題が指摘されている。

・介護保険サービスを利用する場合、これまで利用していた障害福祉サービス事業所と

は別の事業所を利用することになる場合がある。

・障害福祉制度の利用者負担は、これまでの軽減措置によって介護保険制度の利用者負

担上限と異なっていることから、介護保険サービスを利用する場合、介護保険制度の

利用者負担が生じる。

・障害福祉サービスについて市町村において適当と認める支給量が、介護保険の区分支

給限度基準額の制約等から介護保険サービスのみによって確保することができない場

合は、障害福祉制度による上乗せ支給がなされる取扱いとされているが、自治体によ

っては、障害福祉サービスの上乗せが十分に行われず、介護保険サービスの利用に伴

って支給量が減少する要因となっている。

○障害福祉サービスと介護保険サービスを併給する事例や、高齢化に伴い、障害者を

支援する親が要介護者となる事例など、障害福祉制度と介護保険制度の緊密な連携が必

要となっている。その際には、相談支援専門員と介護支援専門員との連携も重要である。

○居住地特例（障害福祉制度）により障害者支援施設等に入所した障害者については、障

害者支援施設等が住所地特例（介護保険制度）の対象となっていないことから、障害者

支援施設等所在地と異なる市町村の介護保険施設等に移行した場合、それに係る

費用などは、当該障害者支援施設等のある自治体の負担となっている。

○65歳以上になって初めて障害福祉サービスを利用しようとする者について、介護保険制



- 7 -

度との関係を踏まえたときに、障害福祉制度の利用を認めることが適当かという指摘が

なされている。

（障害者の高齢化に伴う心身機能の低下等への対応）

○高齢化による障害者の心身機能の低下に伴い、従来の事業所の体制・人員では十分な支

援が行えなくなっているとの指摘がなされている。また、障害者自身も日中活動への参

加が困難となったり、若年者と同様の日中活動ができなくなっている等の指摘がある。

○障害福祉サービス事業所では高齢者に対応するノウハウが、介護保険事業所では障害者

に対応するノウハウが、それぞれ乏しく、それぞれの事業所における支援技術の向上が

必要である。

○65歳未満の障害者で親と同居している知的障害者は90.7％、精神障害者は65.7％とな

っており、親と生活している割合が高い。親による支援は、生活全般にわたる場合もあ

り、「親亡き後」は生活を総合的に支援する者が失われることになる。

一方、夫婦で暮らしている知的障害者は5.1％、精神障害者は25.4％。子と暮らして

いる知的障害者は4.3％、精神障害者は16.7％となっており、親以外の支援者が少ない

ため、「親亡き後」に親に代わる支援者が必ずしもいる状況ではない。

○「親亡き後」に備えて、当該障害者がどのような課題を抱えているか、それに対して何

を準備しなければならないかを明確にするため、一部の地域では、支援者に伝達するた

めに作成する本人の成長・生活に関わる情報等の記録が、親族等を対象とした研修の中

で活用されている。なお、遺産相続に当たって、本人が不当な取扱いを受けないよう留

意する必要があるとの指摘もある。

また、「親亡き後」に親以外の者が支援することができる状況を作るためには、親が

いる間に準備しておくことが重要との指摘がある。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○日本の社会保障は、自助を基本としつつ、共助が自助を支え、自助・共助で対応できな

い場合に社会福祉等の公助が補完する仕組みを基本とすることを踏まえると、現行の介

護保険優先原則を維持することは一定の合理性があると考えられる。そのもとで、介護

保サービスの利用に当たっての課題への対応について以下のような取組を進めるべきで

ある。

○その際、障害福祉制度と介護保険制度との関係や長期的な財源確保の方策を含めた今後

の在り方を見据えた議論を行うべきである。この点については、障害福祉制度と介護保

険制度は制度の趣旨・目的等が異なるとの意見や両制度の関係は共生社会の実現の観点

から検討すべきとの意見もあることに留意する必要がある。

（障害福祉制度と介護保険制度の連携）

○障害福祉サービスを利用してきた障害者が、相当する介護保険サービスを利用する場合

も、それまで当該障害者を支援し続けてきた障害福祉サービス事業所が引き続き支援を

行うことができるよう、利用者や事業者にとって活用しやすい実効性のある制度となる

よう留意しつつ、その事業所が介護保険事業所になりやすくする等の見直しを行うべき

である。

○障害福祉制度と介護保険制度の両制度の連携を推進するため、協議会（障害者総合支援

法）と地域ケア会議及び基幹相談支援センターと地域包括支援センターとの連携の推進

に向け、地域の実情に応じた窓口の一元化等や弾力的な運用等による連携の好事例の収

集と普及等を通じて、全国的に連携の推進を図るとともに、障害福祉計画と介護保険事

業（支援）計画が一層調和のとれたものとなる方策を検討の上、講じるべきである。そ
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の際、連携が実効性のあるものとなるよう、基幹相談支援センター等による取組を推進

する必要がある。

○相談支援専門員と介護支援専門員の連携を推進するため、両者の連携が相談支援事業及

び居宅介護支援事業が行うべき業務に含まれる旨を明確にするとともに、それぞれの視

点の理解を促進するための研修等の方策を講じるべきである。また、介護保険サービス

の利用に当たって、円滑なサービスの利用ができるよう、相談支援専門員のモニタリン

グの頻度について、モニタリングの実態を踏まえつつ、見直しを行うべきである。

加えて、65歳を超えても引き続き同一の者による対応等を推進するため、相談支援専

門員と介護支援専門員の両方の資格を有する者の拡大のための方策を講じるべきであ

る。

○介護保険サービスの利用に伴う利用者負担については、従来利用してきた障害福祉サー

ビスと同様のサービスを利用するにも関わらず、利用者負担が発生するといった課題が

あることを踏まえ、一般高齢者との公平性や介護保険制度の利用者負担の在り方にも関

わることに留意しつつ、その在り方についてさらに検討すべきである。

○介護保険制度移行に関する現行の取扱いを踏まえ、介護保険給付対象者の国庫負担基準

については、財源の確保にも留意しつつ、見直しを行うべきである。

○ 障害者支援施設等に入所していた障害者が退所して、介護保険施設等に入所する場合の

住所地特例の適用については、見直すべきである。この見直しについては、次期介護保

険制度の見直しにおける介護保険適用除外施設全体に係る住所地特例の検討も踏まえ、

対応すべきである。

○介護保険施設等に移行する障害者の特性を理解した支援を実施するため、送り出し側の

障害福祉サービス事業所と受け入れ側の介護保険施設等の連携に向けた方策や受け入れ

に当たっての適切な支援の方策を講じるべきである。

○65歳以上になって初めて障害を有する状態になった場合の障害福祉サービスの利用につ

いては、現行の介護保険優先原則の下で適切に運用される必要がある。なお、この原則

の下では、サービス内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがない障害福

祉サービス固有のものと認められるサービスについては、障害者総合支援法に基づき給

付を受けることが可能となっている。

（障害者の高齢化に伴う心身機能の低下等への対応）

○高齢化に伴い心身機能が低下した障害者に対応するための技術・知識を高めるため、障

害福祉サービス事業所に対する研修に心身機能の低下した障害者支援の手法などを位置

付けるべきである。

○グループホームにおいて、高齢化に伴い重度化した障害者に対応することができる体制

を備えた支援や日中活動を提供するサービスを位置付け、適切に評価を行うべきである。

なお、その際には、入居者の高齢化や障害特性に配慮しつつ、医療との連携についても

留意する必要がある。

○地域で生活する高齢障害者等に対し、平成27 年度に実施している地域生活支援拠点に

関するモデル事業の成果も踏まえつつ、地域生活を支援する拠点の整備を推進すべきで

ある。その際、グループホームにおける重度者への対応の強化、地域生活を支援する新

たなサービスとの連携、医療との連携、短期入所における緊急時対応等を総合的に進め

ることにより、グループホーム、障害者支援施設、基幹相談支援センター等を中心とす

る拠点の機能の強化を図る必要がある。

○「親亡き後」への備えも含め、障害者の親族等を対象とし、成年後見制度利用の理解促

進（例えば、支援者に伝達するために作成する本人の成長・生活に関わる情報等の記録

の活用）や、個々の必要性に応じた適切な後見類型の選択につなげることを目的とした
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研修を実施すべきである。

○「親亡き後」に向けて、適切な助言を行い、親が持つ支援機能を補完し、障害福祉サー

ビス事業者、成年後見人、自治体、当事者・家族など様々な関係者で当該障害者を支え

るためのチームづくりを主導するため、主任相談支援専門員（仮称）を創設すべきであ

る。

9．障害児支援について

(1) 現状・課題

（障害児支援の現状と課題）

○ 障害児支援については、平成24 年児童福祉法改正において、障害児や家族にとって身

近な地域で必要な発達支援を受けられるよう、障害種別ごとに分かれていた障害児の給

付体系が通所・入所の利用形態別に一元化されるとともに、放課後等デイサービスや保

育所等訪問支援が創設された。

○保育所や放課後児童クラブにおける障害児の受入れについては、例えば、障害児を受け

入れる放課後児童クラブに対して、専門的知識等を有する放課後児童支援員等を配置す

るために必要な経費について補助を行うことなどにより、年々着実に進んでおり（約２

万８千人（平成26年５月））、また、乳児院や児童養護施設等の児童福祉施設に入所する

障害児数が増加するなど、一般施策等における対応が拡大している。

○乳児院や児童養護施設等の児童福祉施設に虐待等により入所している障害児や、重度の

障害や疾病等により外出が困難であるために在宅で生活する障害児に対する発達支援に

ついては、必ずしも十分に届いていない状況にあるとの指摘がある。

○在宅で生活している障害児の支援については、保育等の他制度との連携や、入所支援の

機能の活用についても留意する必要がある。

（医療的ケア児への支援）

○医療技術の進歩等を背景として、NICU 等に長期間入院した後、人工呼吸器等を使用し、

たんの吸引などの医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加している。

このような医療的ケア児が在宅生活を継続していこうとする場合、障害児に関する制

度の中で医療的ケア児の位置付けが明確ではないこと等から、必要な福祉サービスが受

けにくいほか、医療、福祉、教育等の関係機関との連携が十分ではないこと等から、家

庭に大きな負担がかかっているとの指摘がある。

（適切なサービスの確保と質の向上）

○放課後等デイサービスについては、量的な拡大が著しく、その費用額は1,024億円（平

成26年度）で対前年比５割近くの伸び、その事業所数及び利用者数は対前年比で３割近

くの伸びとなっており、特に営利法人が数多く参入している。

さらに、単なる居場所となっている事例や、発達支援の技術が十分ではない事業所が

軽度の障害児を集めている事例があるとの指摘がある。

○障害福祉計画については、障害児支援に関するサービスの必要量の見込み等について記

載するよう努めることとされている。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○ライフステージに応じた切れ目の無い支援と保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援

等と連携した地域支援体制の構築を図る観点から、個々の障害児やその家族の状況及び
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ニーズに応じて、気づきの段階からきめ細かく対応するとともに、障害児支援のうち特

に放課後等デイサービスなどの障害児通所支援の質の向上を図るため、以下のような取

組を実施すべきである。

（発達支援のきめ細かな提供）

○乳児院や児童養護施設等に入所している障害児に対して必要な支援を提供するため、乳

児院や児童養護施設等を訪問して実施する発達支援を推進する方策を講じるべきである。

○重度の障害等のために外出が困難な障害児に対して必要な支援を提供するため、自宅を

訪問して発達支援を実施する方策を講じるべきである。

（医療的ケア児への支援）

○重症心身障害児に当たらない医療的ケア児について、障害児に関する制度の中で明確に

位置付け、必要な支援を推進すべきである。

○医療的ケア児等について、医療・福祉の連携が求められる重症心身障害児等の地域支援

に関するモデル事業の実施状況等も踏まえ、その家族の負担も勘案し、医療、福祉、教

育等の必要な支援を円滑に受けることができるよう、都道府県・市町村や関係機関の連

携に向けた方策や、相談支援事業所等の相談支援に早期につなげる方策を講じるべきで

ある。

（適切なサービスの確保と質の向上）

○障害児の放課後等の支援については、子ども・子育て支援施策である放課後児童クラブ

や教育施策である放課後子供教室等における受入れを引き続き推進すべきである。

その際、保育所等訪問支援などを活用して、必要に応じて専門的なバックアップを行う

べきである。

○放課後等デイサービスなどの障害児通所支援については、発達支援を必要とする障害児

のニーズに的確に対応するため、質の向上と支援内容の適正化を図る観点から、放課後

等デイサービスガイドラインの活用を徹底するとともに、発達支援等の子どもに関する

支援の専門的な知識・経験を有する者の配置を求めるほか、障害児本人の発達支援のた

めのサービス提供を徹底するなど、制度面・運用面の見直しを行うべきである。

○障害児のニーズに的確に応える観点から、障害福祉サービスと同様に、都道府県・市町

村において、障害児支援のニーズ等の把握・分析等を踏まえ、障害児支援に関するサー

ビスの必要量の見込み等について、計画に記載すべきである。

10．その他の障害福祉サービスの在り方について

(1) 現状・課題

（障害者総合支援法の「障害者」の範囲）

○障害者総合支援法については、平成25 年４月に、制度の対象として難病等が追加され、

順次、対象となる疾病の拡大が図られており、本年7月には151疾病から332疾病に拡

大されている。また、障害者総合支援法における「障害者」の定義を、障害者基本法に

おける「障害者」の定義に合わせるべきではないか、小児慢性特定疾病における対象疾

病も含め、支援を必要とする疾病を幅広く対象とすべきではないか等の意見がある。

（障害福祉サービス等の質の確保・向上）

○障害福祉サービスの利用者が多様化するとともに、サービスを提供する事業所数も大幅

に増加している中、利用者が個々のニーズに応じた良質なサービスを選択できるような

仕組みや、事業者が提供するサービスの質の確保・向上を図る取組が重要となる。特に、

サービスの質の確保に当たっては、情報の透明性の確保や適正な執行の確保が重要な課
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題となっている。例えば、実地指導について、施設は２年に１度、その他のサービス事

業所は３年に１度行うこととされているが、自治体間で実施率に開きがあり、実施率の

向上が課題となっている。

○都道府県と市町村では、障害福祉サービス等の提供体制の確保に向け、必要なサービス

等の見込量等を記載した障害福祉計画を作成することとしている。第４期障害福祉計画

（平成27年度～29年度）に係る基本指針では、PDCA サイクルを導入しているが、

各自治体において、実効性ある取組を推進していく必要がある。

（障害福祉サービス等の持続可能性の確保）

○政府は、国・地方の基礎的財政収支（プライマリーバランス）について、2020年度（平

成32年度）までに黒字化を目指すとの財政健全化目標を掲げており、社会保障関係費に

ついては、平成32年度に向けて、その伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げと

併せて行う充実等に相当する水準におさめることを目指すこととされている。財政制度

等審議会では、障害者総合支援法の見直しに当たっては、サービス提供の在り方や財源

・利用者負担の在り方等について幅広く検討を行い、制度の持続可能性の確保を図るべ

きと建議されている。

○障害福祉サービスについては、義務的経費化を行うことで、支援を必要とする障害者等

に対し、安定的にサービスを提供することができるようになった。一方で、障害福祉サ

ービス関係予算額が10年間で２倍以上に増加しており、国・地方自治体の財政状況にも

配慮する必要がある。

○社会保障関係費全体について制度の持続可能性の確保が求められている中、障害福祉サ

ービスについても、障害者に対して必要な支援を確実に保障するため、サービス提供を

可能な限り効率的なものとすること等により、制度を持続可能なものとしていく必要が

ある。

今回の制度見直しを含め、障害者のニーズを踏まえたサービスの充実においては、既

存の障害福祉サービスの重点化・効率化を始めとする制度の見直しや負担の在り方の見

直し等と併せて、財源を確保しつつ実施していく必要がある。

（障害福祉サービス等の利用者負担）

○障害者の利用者負担については、厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護

団との基本合意（平成22年１月）や「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の

提言」（平成23年８月）等も経て、順次軽減され、現在低所得者等（93.3％）の利用者

負担は無料となっており、給付全体に占める利用者負担の割合は0.26％となっている。

また、障害者自立支援法の創設時に、激変緩和措置として経過措置（食事提供体制加算、

障害児サービスにおける補足給付の特例、医療型個別減免の特例）が設けられており、

これらは平成30年３月31日までの措置となっている。

○自立支援医療の経過的特例措置は、平成18年度の自立支援医療制度創設時に、若年世帯

が多い育成医療の中間所得層及び一定所得以上の「重度かつ継続」対象者の医療費負担

が家計に与える影響等を考慮し、激変を緩和するという観点から負担上限が設定されて

おり、これらは平成30年３月31日までの措置となっている。

○利用者負担については、負担能力のある人には必要な負担を求めるべきであり必ずしも

サービスの利用抑制につながらないのではないか、所得水準に応じたきめ細かな階層区

分があってもよいのではないか、といった意見や、利用者負担を引き上げた場合にはサ

ービスの利用抑制や医療の受診抑制につながるのではないか、家計に影響を及ぼすので

はないか、といった意見がある。また、障害者の生活実態等の調査・検証が必要なので

はないか、就労系サービスはＩＬＯ条約との関係にも留意して検討する必要があるので

はないか、との意見もある。
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（障害福祉サービス等の制度・運用）

○地域生活支援事業については、地域の実情に応じた取組が行われており、その事業ニー

ズが増大している。裁量的経費であり、予算額の伸びには一定の制約がある中で、地方

公共団体や当事者団体から予算の確保を強く要望されている。一方で、任意事業で実施

率が低く、必要性が低下したと考えられる事業については廃止するなど、従来から見直

しが行われており、引き続き見直しを行っていく必要がある。

○その他、障害福祉サービス等の制度・運用面については、補装具・日常生活用具の適切

な支給等に向けた取組、障害福祉サービス等を担う人材の確保や資質向上、障害福祉サ

ービス等における報酬の支払い（昼夜分離と報酬の日払い方式の考え方）、女性の障害

者に対する配慮等の課題が指摘されている。

(2) 今後の取組

（基本的な考え方）

○障害福祉サービス等の利用者が多様化するとともに、サービスを提供する事業所数も大

幅に増加するなど、障害者総合支援法の施行状況が変化する中で、障害福祉サービス等

の質の向上・確保や制度の持続性の確保に向けて、以下のような取組を進めるべきであ

る。

（障害者総合支援法の「障害者」の範囲）

○障害者総合支援法はサービス給付法という性質を有するため、制度の対象となる者の範

囲を客観的に明確にしておく必要があるが、障害福祉サービスを真に必要とする者がサ

ービスを受けることができるよう、引き続き検討を行うとともに、指定難病に関する検

討状況も踏まえつつ、対象疾病の見直しを検討していくべきである。

（障害福祉サービス等の質の確保・向上）

○利用者が、個々のニーズに応じた良質なサービスを選択できるよう、介護保険や子ども

・子育て支援制度を参考としつつ、サービス事業所の情報（例えば、事業所の事業内容、

職員体制、第三者評価の状況等）を公表する仕組みを設けるべきである。

○事業所が提供するサービスの質の確保・向上に向け、自治体が実施する事業所等への指

導事務を効果的・効率的に実施できるよう、介護保険制度における指定事務受託法人制

度を参考としつつ、当該事務を適切に実施することができると認められる民間法人への

委託を可能とすべきである。

○市町村による給付費の審査をより効果的・効率的に実施できるよう、現在支払事務を委

託している国民健康保険団体連合会について、審査を支援する機能を強化すべきである。

また、制度に対する理解促進や不正請求の防止等の観点から、市町村から利用者に対し、

サービス内容や金額を通知するなどの取組を推進すべきである。

○障害福祉計画の実効性を高めていくため、例えば、PDCAサイクルを効果的に活用して

いる好事例を自治体間で共有するとともに、都道府県ごとの目標・実績等の公表・分析

や、障害福祉サービスの利用状況等に関するデータ分析に資する取組などを推進すべき

である。

（障害福祉サービス等の利用者負担）

○障害福祉サービス等の利用者負担については、障害者総合支援法の趣旨やこれまでの利

用者負担の見直しの経緯、障害者等の家計の負担能力、他制度の利用者負担とのバラン

ス等を踏まえ、制度の持続可能性を確保する観点や、障害福祉制度に対する国民の理解

や納得を得られるかどうかという点、利用抑制や家計への影響といった懸念にも留意し

つつ、引き続き検討すべきである。

○利用者負担に関する経過措置（食事提供体制加算等）の見直しについては、時限的な措
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置であること、施行後10年を経過すること、平成22年度より障害福祉サービスの低所

得者の利用者負担が無料となっていること、他制度とのバランスや公平性等を踏まえ、

検討すべきである。

（障害福祉サービス等の制度・運用）

○地域生活支援事業の在り方については、必要な事業を効果的・効率的に実施することが

できるよう、自治体における執行状況やニーズ等を踏まえて事業内容を精査するととも

に、障害福祉サービスの個別給付の在り方を見直す中で、財源を確保しつつ、引き続き

検討すべきである。

○補装具については、効果的・効率的な支給に向け、実態の把握を行うとともに、購入を

基本とする原則を堅持しつつ、成長に伴って短期間で取り替えなければならない障害児

の場合など、個々の状態に応じて、貸与の活用も可能とすることや、医療とも連携した

相談支援の体制整備等を進めるべきである。また、日常生活用具給付等事業については、

効果的・効率的に実施することができるよう、執行状況やニーズ等を踏まえ、検討すべ

きである。

○障害福祉サービス等の提供を担う人材の確保や資質向上に向けて、職員の資質向上やキ

ャリア形成を図ることができる職場環境の整備、熟練した従業者による実地研修の実施

等を促進すべきである。

○その他の障害福祉サービス等の制度・運用面に関する課題・指摘については、今後とも、

障害福祉サービス等の質の確保・向上に向けた取組を検討する中で考慮していく必要が

ある。

平成２８年度「児童福祉週間」の標語決定！

子どもの家庭、子どもの健やかな成長について国民全体で考えることを目的に、毎年５

月５日の「こどもの日」から１週間を「児童福祉週間」と定め、児童福祉の理念の普及・

啓発のための各種事業及び行事を行っています。

児童福祉の理念を広く啓発する標語を全国から募集し、有識者等で構成された標語選定

委員会による選考の結果、下記の作品が平成２8年度「児童福祉週間」の標語に決定しま

した。

平成２8年度においても、今回選定された標語を児童福祉週間の象徴として、児童福祉

週間の広報・啓発ポスターをはじめ、中央及び全国各地で実施される各種事業・行事にお

いて幅広く活用していきます。

■最優秀作品（１作品） その笑顔 未来を照らす 道しるべ

■入選作品（８作品） ・だれだって なりたい自分に なれるんだ

・君の夢 かなえるために 明日(あす)はある

・小さいが 世界をつなぐ ぼくらの手

・君の夢 君しか出来ない ことがある

・未来への トビラはいつも そこにある

・大丈夫 ひとりじゃないよ みんないる

・はじけそう ちっちゃな体に おっきな希望

・大丈夫 大切な人 そばにいる
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県肢連便り

＊事務局長交代及び事務所移転のお知らせ＊

○福岡県肢体不自由児者福祉連合会 (平成２８年12月15日付)

前：事務局長 平川 晴生 氏 → 新：事務局長 林田 悠紀子 氏

●新住所 (平成２８年１月５日より）

〒810-0062 福岡県福岡市中央区荒戸3-3-39 市民福祉プラザ4階

（ＮＰＯ）障害者より良い暮らしネット内

TEL：092-574-3055 / FAX：092-741-7033

２７年度・新春例会のご案内 ～ 九州ブロック連絡協議会

◆日 時：平成２８年２月20日（土）午後２時より

◆集合場所：鳥栖市 ホテルビアントス 午後１時集合

◆連絡窓口：九州ブロック事務局・事務局長 坂口 ☎090-3320-0606

出席予定者：九ブロ役員・事務局長・有志役員各位

議 題：１．平成２７年度事業報告に関する件

２．平成２８年度事業計画に関する件

３．今後の九州ブロック連絡協議会の運営について

2８年度通常総会(全国会長･事務局長会議)開催のご案内

日 時：平成２8年５月21日(土) 13時～開会 (受付開始12時～) 予定

場 所：ハロー貸会議室 東京駅前ビル

東京都中央区八重洲2-1-5 東京駅前ビル9F 東京駅 徒歩1分

※昨年１０月に第一報の通り、例年使用している豊島区勤労福祉会館が耐震工事

のため利用できません。会場が変更となりますが、総会の詳しい日程等の案内

は３月１日発の公文書でお知らせいたします。理事会も同会場で開催します。

２ 月 の 行 事 予 定

4日(木) 厚労省障害福祉課との懇談 厚労省会議室

5日(金) 衆議院・参議院・国会図書館ヒアリング 衆議院議員会館会議室

5日(金) 特別支援教育推進連盟理事会 全国たばこビル

5日(金)～7日(日) アメニティーフォーラム20 滋賀県大津プリンスホテル

19日(金) 全肢連平成27年度第3回理事会 全国心身障害児福祉財団会議室

20日(土) 九州ブロック連絡協議会新春例会 福岡県小郡市

23日(火) 埼玉県肢P連との懇談会 埼玉県障害者交流センター

27日(土)～28日(日) 東海北陸ブロック会長会議 ホテルグランテラス富山

28日(日) わ№12３発行日


